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（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

　　　　現金及び預金 6,030,499,832

　　　　売掛金 12,373

　　　　たな卸資産 872,910

　　　　前払費用 36,033,978

　　　　未収収益 35,634

　　　　未収金 3,822,610,250

　　　　　 　 流動資産合計 9,890,064,977

Ⅱ　固定資産

　１　　有形固定資産

　　　　　 建物及び附属設備 223,278,765

　　　　　　　建物及び附属設備減価償却累計額 ▲ 102,236,623 121,042,142

　　　　　 車両運搬具 20,700,884

　　　　　　　車両運搬具減価償却累計額 ▲ 17,952,990 2,747,894

　　　　　 工具器具及び備品 42,648,038

　　　　　　　工具器具及び備品減価償却累計額 ▲ 29,664,042 12,983,996

　　　　　 その他の有形固定資産 3,800,000

　　　　　 有形固定資産合計 140,574,032

　２　　無形固定資産

　　　　　 電話加入権 1,890,000

　　　　　 ソフトウェア 654,143,534

　　　　　 無形固定資産合計 656,033,534

　３　　投資その他の資産

　　　　　 投資有価証券 199,783,875

　　　　　 敷金・保証金 177,600,126

　　　　　 投資その他の資産合計 377,384,001

　　　　　　　固定資産合計 1,173,991,567

　　　　　　　   資産合計 11,064,056,544

負債の部

Ⅰ　流動負債

　　　　運営費交付金債務 34,027,686

　　　　預り補助金等 2,873,372,242

　　　　預り寄附金 5,897,909

　　　　未払金 5,458,799,192

　　　　未払消費税 7,550,500

　　　　預り金 407,258,970

　　　　　 　 流動負債合計 8,786,906,499

Ⅱ　固定負債

　　　　資産見返負債

　　　　　 資産見返運営費交付金 327,877,023

　　　　　 資産見返補助金等 462,765,595 790,642,618

　　　　長期預り寄附金 633,780,463

　　　　　 　 固定負債合計 1,424,423,081

　　　　         負債合計 10,211,329,580

貸  借  対  照  表

（平成２９年３月３１日）



純資産の部

Ⅰ　資本金

　　　　政府出資金 676,048,249

　　　　　 資本金合計 676,048,249

Ⅱ　基本金

　　　　基本金 1,520,000

　　　　　 基本金合計 1,520,000

Ⅲ　資本剰余金

　　　　資本剰余金 ▲ 443,320,246

　　　　損益外減価償却累計額 ▲ 7,970,078

　　　　損益外減損損失累計額 ▲ 1,713,600

　　　　　 資本剰余金合計 ▲ 453,003,924

Ⅳ　利益剰余金

　　　　積立金 220,412,144

　　　　当期未処分利益 407,750,495

　　　　（うち当期総利益） (407,750,495)

　　　　利益剰余金合計 628,162,639

　　　　純資産合計 852,726,964

　　　　　 負債・純資産合計 11,064,056,544



　 　（単位：円）

経常費用

　　業務費

　　　　　人件費 1,194,062,306  

　　　　　科学研究費補助金 134,405,989,977

　　　　　戦略的国際研究交流推進事業費補助金 1,541,553,000

　　　　　特別研究員奨励金 14,810,140,000

　　　　　外国人研究者受入支援金 3,476,929,908

　　　　　海外派遣研究者支援金 1,801,027,901

　　　　　研究者国際交流支援金 2,241,797,167

　　　　　その他研究者支援金 67,015,134

　　　　　賃借料 629,379,837

　　　　　諸謝金等 732,308,372

　　　　　業務委託費 923,857,843

　　　　　旅費交通費 770,571,458

　　　　　委託調査研究費 610,274,443

　　　　　その他業務費 874,825,881 164,079,733,227

　　一般管理費

　　　　　人件費 276,849,969

　　　　　賃借料 103,795,221

　　　　　諸謝金等 1,300,268

　　　　　業務委託費 3,276,567

　　　　　旅費交通費 7,588,020

　　　　　その他一般管理費 17,829,603 410,639,648

　　財務費用

　　　　　　為替差損 521,733

　　雑損 1,767,438

　　   経常費用合計 164,492,662,046

経常収益

　　　運営費交付金収益 　 26,678,291,136

　　　受託収入

　　　　　　政府等受託収入 163,272,402

　　　　　　その他の受託収入　 13,456,800 176,729,202

　　　補助金等収益 　 137,548,508,111

　　　寄附金収益 　 276,435,372

　　　図書販売収入 　 60,138

　　　資産見返運営費交付金戻入 61,762,653

　　　資産見返補助金等戻入 67,536,071

　　　財務収益

　　　　　　受取利息 1,319,585

　　　雑益 89,607,241

　　　経常収益合計 164,900,249,509

　　　　　　経常利益 407,587,463

臨時損失

　　　固定資産除却損 41,740 41,740

臨時利益

　　　固定資産売却益 274,772 274,772

税引前当期純利益 407,820,495

法人税、住民税及び事業税 70,000

当期純利益 407,750,495

当期総利益 407,750,495

損  益  計  算  書

（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）
　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キャッシュ・フロー計算書
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

（単位：円）
Ⅰ　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 ▲ 1,396,170,191

科学研究費補助金支出 ▲ 134,919,744,006

戦略的国際研究交流推進事業費補助金支出 ▲ 1,541,553,000

研究支援金支出 ▲ 22,700,801,819

その他の業務支出 ▲ 4,290,677,516

運営費交付金収入 26,708,591,000

補助金等収入 144,820,728,727

補助金等の精算による返還金の収入 803,482,043

補助金等の精算による返還金の支出 ▲ 6,356,639,610

寄附金収入 222,936,957

学術図書出版事業収入 57,875

受託収入

　政府等受託収入 164,160,000

　その他の受託収入 13,456,800

その他の収入 81,548,746

小計 1,609,376,006

利息の受取額 1,538,035

法人税等の支払額 ▲ 70,000

　　　　    業務活動によるキャッシュ・フロー 1,610,844,041

Ⅱ　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 ▲ 251,237,215

有形固定資産の売却による収入 2,137,500

敷金・保証金の差入による支出 ▲ 2,632,822

敷金・保証金の返還による収入 3,077,072

　　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 248,655,465

Ⅲ　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ　　　資金に係る換算差額 ▲ 521,733

Ⅴ　　　資金増加額 1,361,666,843

Ⅵ　　　資金期首残高 4,668,832,989

Ⅶ　　　資金期末残高 6,030,499,832



　　　　　（単位：円）

　 　
　 Ⅰ　当期未処分利益 407,750,495

　 　　　　　 当期総利益 407,750,495

　 Ⅱ　利益処分額 407,750,495

　　　　　 積立金 407,750,495

利益の処分に関する書類



　　　　（単位：円）

Ⅰ　業務費用

164,079,733,227  

410,639,648  

財務費用 521,733

1,767,438

41,740

70,000 164,492,773,786

▲ 176,729,202

▲ 276,435,372  

▲ 60,138  

▲ 1,319,585

▲ 89,607,241

▲ 274,772 ▲ 544,426,310

163,948,347,476

Ⅱ　損益外減価償却相当額 141,243

Ⅲ　損益外除売却差額相当額 2,605,763

Ⅳ　引当外賞与見積額 13,493,031

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額 31,539,184

Ⅵ　機会費用

　　　　政府出資等の機会費用 146,859

Ⅶ　（控除）法人税等及び国庫納付額 　 ▲ 70,000

Ⅷ　行政サービス実施コスト 163,996,203,556

　　　　　　　雑損

行政サービス実施コスト計算書

（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

（1）損益計算書上の費用

　　　　　　　業務費

　　　　　　　一般管理費

　　　　　　　財務収益

　　　　　　　雑益

　　　　　　　臨時利益

　　　業務費用合計

　　　　　　　臨時損失

　　　　　　　法人税、住民税及び事業税

（2）（控除）自己収入等

　　　　　　　受託収入

　　　　　　　寄附金収益

　　　　　　　図書販売収入



 

重要な会計方針  

 「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成 27 年１月 27 日改

訂）並びに「独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ ＆Ａ」（平成

28 年２月改訂）（以下、独立行政法人会計基準等という）を適用して、財務諸表等を作成して

おります。            

 ただし、「独立行政法人会計基準」第 43（注解 39）の規定については、「独立行政法人通

則法の一部を改正する法律」の附則第８条により経過措置を適用していることから、経過措

置終了まで、現行セグメント区分に基づくセグメント情報の開示を行っております。 

           

 

１． 運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。 

なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活

動については期間進行基準を採用しております。  

 

２． 減価償却の会計処理方法  

（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び附属設備     ５～１５年 

車両運搬具          ２～   ５年 

工具器具及び備品     ２～１５年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、

損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

   （２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に

基づいております。 

 

３． 賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金

は計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年

度末の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しておりま

す。 

 

 

 



 

４． 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係

る引当金は計上しておりません。 

厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基

金への掛金および年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に

係る引当金は計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立

行政法人会計基準第３８に基づき計算された退職給付引当金の当期増加額を計上して

おります。 

 

５． 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。 

 

６． たな卸資産の評価基準及び評価方法 

出版物 

個別法による低価法を採用しております。 

 

７． 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

    海外研究連絡センターにおいて期末日に保有する外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理する方法を採用しており

ます。 

 

８． 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

１０年利付国債の平成２９年３月末利回りを参考に０．０６５％で計算しております。 

 

９． 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

１０． 会計方針の変更 

 運営費交付金収益の計上基準については、前事業年度まで改訂前の「独立行政法人会計

基準」第 81（注解 60）に基づく業務達成基準を採用していたが、独立行政法人会計基準等の

改訂に伴い、当事業年度より、改訂後の第 81（注解 60、注解 61）に基づく業務達成基準を採

用しております。 

なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活

動については期間進行基準を採用しております。 



 

 これにより、前事業年度と同一の方法によった場合と比べて、経常利益、税引前当期純利

益はそれぞれ 539,433 円増加しております。なお、行政サービス実施コストに与える影響は

ありません。          



注記事項

１．　貸借対照表関係

　　　（１）運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 750,597,800円

　　　（２）次期の運営費交付金から充当されるべき引当外賞与見積額 96,313,407円

２．　キャッシュ・フロー計算書関係

　　　資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

　　　　　現金及び預金 6,030,499,832 円

　　　　　資金期末残高 6,030,499,832 円

３．　行政サービス実施コスト計算書関係

　　（１）厚生年金基金の代行返上に関する事項

　　　　当法人が加入する文教関係団体厚生年金基金の代行部分について、平成27年11月1日付で厚生労働大臣から

　　　将来分支給義務免除の認可を受けております。

　　　　当事業年度末現在において測定された返還相当額（最低責任準備金）は157,161,146円であり、当返還相当額

　　　（最低責任準備金）の支払が当事業年度末に行われたと仮定して「退職給付に関する会計基準の適用指針」

　　　（企業会計基準適用指針第25号）第46項を適用した場合に生じる行政サービス実施コスト計算書における引当外

　　　退職給付増加見積額（控除見込額）は29,551,620円であります。

　　　　また、これに伴い「公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正する法

　　　律」（平成25 年法律第63 号）附則第10 条に基づき、最低責任準備金の一部を平成２７年度に国に前納（128,880,721円）

　　　しておりますが、当該前納額は年金資産に含めております。

　　（２）国及び国立大学法人からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積額は55,224,384円です。

４．　金融商品関係

　　（１）金融商品の状況に関する事項

　　　     当法人が保有する投資有価証券は、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、国債のみを保有しており、

　　（２）金融商品の時価等に関する事項

　　　 　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 差額

（１）　現金及び預金 6,030,499,832 0

（２）　未収金 3,822,610,250 0

（３）　投資有価証券 199,783,875 7,476,125

　　　 満期保有目的債券 199,783,875 7,476,125

（４）　未払金 (5,458,799,192) 0

（注）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

(5,458,799,192)

3,822,610,250

207,260,000

207,260,000

　　　  株式等は保有しておりません。

時価

6,030,499,832



（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

　 （１）現金及び預金、（２）未収金

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　 （３）投資有価証券

　　　 満期保有目的債券

満期保有目的債券は、取引所から提示された価格によっております。

　 （４）未払金

　　　　未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

５．　賃貸等不動産関係

　　　当法人は、時価等を開示すべき賃貸等不動産を保有しておりません。

６．　資産除去債務

 　　　当法人においては、賃貸借契約に基づき使用する本部事務所について、退去時における原状回復に係る債務

   　　を有しておりますが、現在、事務室移転等の計画はありません。　

 　　　今後、不要となる事務・事業に係る事務所の一部退去を行うことは有り得ますが、当該事務・事業の変更に関す

   　　る当法人の意思決定は、主務省庁の総合的判断を前提に行われることから、その時期及び範囲については現在　

　　未確定であります。

 　　　このようなことから、当該資産除去債務については、履行時期及び履行時期の範囲と蓋然性ないし当法人が負

  　　担する除去費用の金額及びその発生確率を予測することは困難であり、資産除去債務を合理的に見積ることが

　　できないため計上しておりません。

７．　重要な債務負担行為

　　　該当する事項はありません。

８．　重要な後発事象

　　　該当する事項はありません。
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,5

4
0
,1

9
6
円

　
　

　
業

務
委

託
費

　
4
1
,9

5
1
,9

1
9
円

　
　

　
旅

費
交

通
費

　
8
6
,4

5
4
,1

2
4
円

　
　

　
そ

の
他

研
究

者
支

援
金

　
4
8
,5

9
4
,8

5
2
円

　
　

　
そ

の
他

業
務

費
等

　
1
1
7
,3

1
4
,2

4
5
円

　
　

　
特

別
研

究
員

奨
励

金
　

1
4
,8

1
0
,1

4
0
,0

0
0
円

　
　

　
業

務
委

託
費

　
1
3
6
,0

4
3
,1

1
8
円

　
　

　
委

託
調

査
研

究
費

　
1
3
,9

0
6
,6

5
3
円

　
　

　
賃

借
料

　
1
2
4
,8

0
6
,1

7
2
円

　
　

　
そ

の
他

業
務

費
等

　
1
2
7
,1

8
6
,8

3
3
円

次
世

代
の

人
材

育
成

と
大

学
の

教
育

研
究

機
能

の
向

上
1
7
,6

3
0
,6

5
3
,7

0
6

1
7
,4

3
0
,8

6
3
,7

1
3

　
　

　
人

件
費

　
1
8
5
,5

2
5
,0

5
8
円

　
　

　
諸

謝
金

等
　

1
6
6
,3

1
8
,0

0
0
円

　
　

　
海

外
派

遣
研

究
者

支
援

金
　

1
,8

0
1
,0

2
7
,9

0
1
円

　
　

　
旅

費
交

通
費

　
1
7
,9

6
8
,0

1
9
円

強
固

な
国

際
協

働
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

構
築

7
,1

7
6
,7

6
9
,3

2
5

7
,0

7
5
,8

9
4
,8

5
5

　
　

　
人

件
費

　
2
8
9
,5

8
4
,8

6
3
円

　
　

　
諸

謝
金

等
　

1
2
0
,3

6
5
,9

9
5
円

　
　

　
外

国
人

研
究

者
受

入
支

援
金

　
3
,4

7
6
,9

2
9
,9

0
8
円

　
　

　
業

務
委

託
費

　
2
4
0
,4

1
2
,5

6
1
円

　
　

　
研

究
者

国
際

交
流

支
援

金
　

2
,2

4
1
,7

9
7
,1

6
7
円

　
　

　
旅

費
交

通
費

　
4
3
0
,9

6
4
,4

2
1
円

　
　

　
そ

の
他

研
究

者
支

援
金

　
9
,9

4
0
,2

8
2
円

　
　

　
賃

借
料

　
1
4
7
,9

3
2
,5

2
0
円

　
　

　
そ

の
他

業
務

費
等

　
7
,5

6
1
,9

3
8
円

　
　

　
諸

謝
金

等
　

4
,7

3
5
,0

5
5
円

　
　

　
業

務
委

託
費

　
4
,6

9
3
,1

3
7
円

　
　

　
旅

費
交

通
費

　
1
,6

3
7
,2

0
0
円

　
　

　
委

託
調

査
研

究
費

　
1
8
4
,2

1
6
,3

1
2
円

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

世
界

レ
ベ

ル
の

多
様

な
知

の
創

造
3
5
2
,2

3
9
,0

0
0

3
1
3
,7

8
7
,5

9
9

　
　

　
人

件
費

　
1
1
0
,9

4
3
,9

5
7
円

2
6
,7

5
1
,5

5
2
,1

8
0

3
4
,0

2
7
,6

8
6

区
　

　
　

　
　

　
分

運
営

費
交

付
金

収
益

運
営

費
交

付
金

の
主

な
使

途
主

な
使

途

期
首

残
高

交
付

金
当

期
交

付
額

当
　

　
期

　
　

振
　

　
替

　
　

額
期

末
残

高
小

　
　

　
計

7
6
,9

8
8
,8

6
6

2
6
,7

0
8
,5

9
1
,0

0
0

2
6
,6

7
8
,2

9
1
,1

3
6

7
3
,2

6
1
,0

4
4

0



②
　

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

及
び

資
本

剰
余

金
へ

の
振

替
額

並
び

に
主

な
使

途
の

明
細

振
替

額

合
計

7
3
,2

6
1
,0

4
4

0

法
人

共
通

3
,4

7
7
,6

0
0

工
具

器
具

備
品

9
9
9
,0

0
0

0
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
2
,4

7
8
,6

0
0

エ
ビ

デ
ン

ス
に

基
づ

い
た

学
術

振
興

体
制

の
構

築
と

社
会

と
の

連
携

の
推

進
1
,8

6
0
,6

2
4

工
具

器
具

備
品

9
5
3
,4

2
4

0
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
9
0
7
,2

0
0

次
世

代
の

人
材

育
成

と
大

学
の

教
育

研
究

機
能

の
向

上
5
2
,7

3
8
,0

2
0

工
具

器
具

備
品

9
2
0
,1

6
0

0
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
5
1
,8

1
7
,8

6
0

世
界

レ
ベ

ル
の

多
様

な
知

の
創

造
0

0

強
固

な
国

際
協

働
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

構
築

1
5
,1

8
4
,8

0
0

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

1
5
,1

8
4
,8

0
0

0

セ
グ

メ
ン

ト
資

産
見

返
運

営
費

交
付

金
へ

の
振

替
資

本
剰

余
金

へ
の

振
替

主
な

使
途

振
替

額
主

な
使

途



（
３

）
運

営
費

交
付

金
債

務
残

高
の

明
細

3
4
,0

2
7
,6

8
6

―
○

　
翌

事
業

年
度

へ
の

繰
越

額
は

な
い

。

―
○

　
翌

事
業

年
度

へ
の

繰
越

額
は

な
い

。

3
4
,0

2
7
,6

8
6

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

か
か

る
分

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

か
か

る
分

計

運
営

費
交

付
金

債
務

残
高

使
用

見
込

み

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

か
か

る
分

○
　

翌
事

業
年

度
に

繰
り

越
し

た
運

営
費

交
付

金
債

務
残

高
と

使
用

見
込

み
は

以
下

の
と

お
り

で
す

。

強
固

な
国

際
協

働
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

構
築

セ
グ

メ
ン

ト
　

　
2
6
,3

2
5
,9

7
5
円

本
部

・
海

外
連

絡
セ

ン
タ

ー
の

業
務

運
営

経
費

の
う

ち
、

翌
事

業
年

度
以

降
に

収
益

化
す

る
予

定
の

額
で

あ
り

ま
す

。

次
世

代
の

人
材

育
成

と
大

学
の

教
育

研
究

機
能

の
向

上
セ

グ
メ

ン
ト

　
7
2
2
,0

3
8
円

本
部

の
業

務
運

営
経

費
の

う
ち

、
翌

事
業

年
度

以
降

に
収

益
化

す
る

予
定

の
額

で
あ

り
ま

す
。

エ
ビ

デ
ン

ス
に

基
づ

い
た

学
術

振
興

体
制

の
構

築
と

社
会

の
連

携
セ

グ
メ

ン
ト

　
6
,9

7
9
,6

7
3
円

本
部

の
業

務
運

営
経

費
の

う
ち

、
翌

事
業

年
度

以
降

に
収

益
化

す
る

予
定

の
額

で
あ

り
ま

す
。

い
ず

れ
も

翌
事

業
年

度
以

降
に

収
益

化
す

る
見

込
み

で
あ

り
ま

す
。



７
．

運
営

費
交

付
金

以
外

の
国

等
か

ら
の

財
源

措
置

の
明

細

　
　

補
助

金
等

の
明

細
　

 
（
単

位
：
円

）

摘
要

建
設

仮
勘

定
見

返
補

助
金

等
資

産
見

返
補

助
金

等
資

本
剰

余
金

長
期

預
り

補
助

金
等

収
益

計
上

科
学

研
究

費
補

助
金

1
3
5
,9

6
2
,5

0
5
,8

7
6

0
2
6
4
,2

6
5
,0

8
5

0
0

1
3
5
,6

9
8
,2

4
0
,7

9
1

研
究

拠
点

形
成

費
等

補
助

金
(博

士
課

程
教

育
リ

ー
デ

ィ
ン

グ
プ

ロ
グ

ラ
ム

審
査

･評
価

等
経

費
）

9
0
,7

9
0
,4

5
9

0
0

0
0

9
0
,7

9
0
,4

5
9

大
学

改
革

推
進

等
補

助
金

（
審

査
・
評

価
事

業
、

公
表

・
普

及
事

業
）

4
2
,1

5
9
,0

6
1

0
0

0
0

4
2
,1

5
9
,0

6
1

国
際

化
拠

点
整

備
事

業
費

補
助

金
（
審

査
・
評

価
事

業
、

公
表

・
普

及
事

業
）

5
4
,4

5
5
,0

9
2

0
0

0
0

5
4
,4

5
5
,0

9
2

戦
略

的
国

際
研

究
交

流
推

進
事

業
費

補
助

金
1
,5

9
5
,4

3
6
,2

4
2

0
0

0
0

1
,5

9
5
,4

3
6
,2

4
2

科
学

技
術

人
材

育
成

費
補

助
金

8
7
,7

5
3
,1

4
6

0
2
0
,3

2
6
,6

8
0

0
0

6
7
,4

2
6
,4

6
6

計
1
3
7
,8

3
3
,0

9
9
,8

7
6

0
2
8
4
,5

9
1
,7

6
5

0
0

1
3
7
,5

4
8
,5

0
8
,1

1
1

区
分

当
期

交
付

額
左

の
会

計
処

理
内

訳



８．役員及び職員の給与の明細

　 　　　（単位：千円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

(1,128) (1) (0) (0)

62,488 4 396 1

(156,815) (42) (0) (0)

997,738 147 1,830 1

(157,943) (43) (0) (0)

1,060,226 151 2,226 2

　
１． 役員の報酬等については、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程、退職手
　当については独立行政法人日本学術振興会役員退職手当規程に基づき支給しています。
２． 職員の報酬等については、独立行政法人日本学術振興会職員給与規程、退職手
　当については独立行政法人日本学術振興会職員退職手当規程に基づき支給しています。
３． 報酬又は給与の支給人員数は、年間平均支給人員数で記載しています。
４． 中期計画においては、非常勤職員等を除いて予算上の人件費としていますが、上記明
　細には、非常勤職員等の給与を含めています。
５． 中期計画においては、法定福利費187,295千円が含まれていますが、上記明細には含
　まれていません。
６． 非常勤職員等については、外数として（　）で記載しています。

合　　計

区　　分
報酬又は給与 退職手当

役　　員

職　　員



９
．

開
示

す
べ

き
セ

グ
メ

ン
ト

情
報

(単
位

：
円

）

世
界

レ
ベ

ル
の

多
様

な
知

の
創

造
強

固
な

国
際

協
働

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築
次

世
代

の
人

材
育

成
と

大
学

の
教

育
研

究
機

能
の

向
上

エ
ビ

デ
ン

ス
に

基
づ

い
た

学
術

振
興

体
制

の
構

築
と

社
会

と
の

連
携

の
推

進
計

法
人

共
通

合
計

事
業

費
用

業
務

費
1
3
6
,1

4
1
,0

1
9
,4

4
3

7
,1

6
8
,5

9
6
,9

6
2

1
9
,2

9
9
,9

7
7
,1

9
2

1
,2

0
1
,2

3
2
,4

7
4

1
6
3
,8

1
0
,8

2
6
,0

7
1

2
6
8
,9

0
7
,1

5
6

1
6
4
,0

7
9
,7

3
3
,2

2
7

　
　

科
学

研
究

費
補

助
金

1
3
4
,4

0
5
,9

8
9
,9

7
7

0
0

0
1
3
4
,4

0
5
,9

8
9
,9

7
7

0
1
3
4
,4

0
5
,9

8
9
,9

7
7

　
　

特
別

研
究

員
奨

励
金

0
0

1
4
,8

1
0
,1

4
0
,0

0
0

0
1
4
,8

1
0
,1

4
0
,0

0
0

0
1
4
,8

1
0
,1

4
0
,0

0
0

　
　

外
国

人
研

究
者

受
入

支
援

金
0

3
,4

7
6
,9

2
9
,9

0
8

0
0

3
,4

7
6
,9

2
9
,9

0
8

0
3
,4

7
6
,9

2
9
,9

0
8

　
　

研
究

者
国

際
交

流
支

援
金

0
2
,2

4
1
,7

9
7
,1

6
7

0
0

2
,2

4
1
,7

9
7
,1

6
7

0
2
,2

4
1
,7

9
7
,1

6
7

　
　

海
外

派
遣

研
究

者
支

援
金

0
0

1
,8

0
1
,0

2
7
,9

0
1

0
1
,8

0
1
,0

2
7
,9

0
1

0
1
,8

0
1
,0

2
7
,9

0
1

　
　

そ
の

他
業

務
費

等
1
,7

3
5
,0

2
9
,4

6
6

1
,4

4
9
,8

6
9
,8

8
7

2
,6

8
8
,8

0
9
,2

9
1

1
,2

0
1
,2

3
2
,4

7
4

7
,0

7
4
,9

4
1
,1

1
8

2
6
8
,9

0
7
,1

5
6

7
,3

4
3
,8

4
8
,2

7
4

一
般

管
理

費
0

0
0

0
0

4
1
0
,6

3
9
,6

4
8

4
1
0
,6

3
9
,6

4
8

財
務

費
用

等
2
3
6

6
5
1
,2

0
8

2
2
,5

8
7

0
6
7
4
,0

3
1

1
,6

1
5
,1

4
0

2
,2

8
9
,1

7
1

小
計

1
3
6
,1

4
1
,0

1
9
,6

7
9

7
,1

6
9
,2

4
8
,1

7
0

1
9
,2

9
9
,9

9
9
,7

7
9

1
,2

0
1
,2

3
2
,4

7
4

1
6
3
,8

1
1
,5

0
0
,1

0
2

6
8
1
,1

6
1
,9

4
4

1
6
4
,4

9
2
,6

6
2
,0

4
6

事
業

収
益

運
営

費
交

付
金

収
益

3
5
2
,2

3
9
,0

0
0

7
,1

7
6
,7

6
9
,3

2
5

1
7
,6

3
0
,6

5
3
,7

0
6

8
8
1
,7

7
8
,2

4
1

2
6
,0

4
1
,4

4
0
,2

7
2

6
3
6
,8

5
0
,8

6
4

2
6
,6

7
8
,2

9
1
,1

3
6

受
託

収
入

1
6
3
,2

7
2
,4

0
2

1
3
,4

5
6
,8

0
0

0
0

1
7
6
,7

2
9
,2

0
2

0
1
7
6
,7

2
9
,2

0
2

補
助

金
等

収
益

1
3
5
,5

9
1
,9

2
0
,5

0
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１

．
事

業
の

種
類

の
区

分
方

法
及

び
事

業
の

内
容

は
、

中
期

計
画

に
基

づ
く
区

分
に

よ
り

ま
す

。

　
２

．
事

業
費

用
の

う
ち

法
人

共
通

の
項

目
に

含
め

た
配

賦
不

能
事

業
費

用
の

金
額

は
6
8
1
,1

6
1
,9

4
4
円

で
あ

り
、

主
に

管
理

部
門

に
係

る
費

用
で

す
。

　
３

．
事

業
収

益
の

う
ち

法
人

共
通

の
項

目
に

含
め

た
配

賦
不

能
事

業
収

益
の

金
額

は
6
9
8
,9

6
1
,2

5
9
円

で
あ

り
、

主
に

管
理

部
門

に
係

る
運

営
費

交
付

金
収

益
で

す
。

　
４

．
総

資
産

の
う

ち
法

人
共

通
の

項
目

に
含

め
た

配
賦

不
能

資
産

の
金

額
は

1
,7

5
3
,1

0
1
,3

1
6
円

で
あ

り
、

主
に

流
動

資
産

の
現

金
及

び
預

金
で

す
。

　
５

．
行

政
サ

ー
ビ

ス
実

施
コ

ス
ト

計
算

書
に

記
載

し
て

い
る

損
益

外
減

価
償

却
相

当
額

、
損

益
外

除
売

却
差

額
相

当
額

、
引

当
外

賞
与

見
積

額
、

引
当

外
退

職
給

付
増

加
見

積
額

の
セ

グ
メ

ン
ト

別
金

額
は

以
下

の
と

お
り

で
す

。
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円
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